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Ⅰ 法人の概要 

１．法人の名称と所在地 

学校法人 電波学園 愛知県名古屋市熱田区神宮四丁目７番２１号 

２．設置する学校の名称と所在地 

愛知工科大学 愛知県蒲郡市西迫町馬乗５０番２ 

愛知工科大学自動車短期大学 愛知県蒲郡市西迫町馬乗５０番２ 

ぎふ国際高等学校 岐阜県岐阜市橋本町三丁目９番 

名古屋工学院専門学校 愛知県名古屋市熱田区神宮四丁目７番２１号 

東海工業専門学校熱田校 愛知県名古屋市熱田区花表町１９番１４号 

あいちビジネス専門学校 愛知県名古屋市中区伊勢山二丁目１３番２８号 

あいち造形デザイン専門学校 愛知県名古屋市千種区今池四丁目１０番７号 

あいち情報専門学校 愛知県豊橋市関屋町１番６号 

名古屋外語･ホテル･ブライダル専門学校 愛知県名古屋市千種区今池五丁目２４番４号 

東海工業専門学校金山校 愛知県名古屋市中区金山二丁目７番１９号 

あいち福祉医療専門学校 愛知県名古屋市熱田区金山町一丁目７番１３号 

愛知工科大学外国語学校 愛知県名古屋市瑞穂区明前町１５番２３号 
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社会から喜ばれる知識と技術をもち、歓迎される人柄を兼ね備えた人材を育成し、英知

と勤勉な国民性を高め、科学技術・文化の発展に貢献する。

この「学園建学の精神」を具現化し、社会の発展に貢献できる人材を育成することを教

育目標としている。

３．建学の理念・教育目標
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学校法人の沿革（概要）

1952 年 昭和 27 年 2 月 名古屋無線電信学校を設置。

1953 年 28 年 4 月 名古屋無線電信学校を名古屋高等無線電信学校に改称。

1959 年 34 年 4 月 学校法人電波学園を設立。

1961 年 36 年 4 月 東海製図技術学校を設置。

1969 年 44 年 4 月 名古屋高等無線電信学校を名古屋電気通信工学院に改称。

1970 年 45 年 4 月 東海製図技術学校を東海工業専門学院に改称。

1975 年 50 年 4 月 東海工業専門学院を東海工業専門学校に改称。

1976 年 51 年 4 月 名古屋電気通信工学院及び東海工業専門学校が工業専門課程を置く専修学校となる。

名古屋電気通信工学院に工業高等課程を置く。

1978 年 53 年 10 月 名古屋ビジネス専門学校を設置。商業実務専門課程を置く。

1980 年 55 年 4 月 名古屋ビジネス専門学校に商業実務高等課程を置く。

1982 年 57 年 4 月 名古屋デザイン専門学校を設置。文化教養専門課程を置く。

1984 年 59 年 4 月 名古屋デザイン専門学校に文化教養高等課程を置く。

1985 年 60 年 4 月 東海工業専門学校に工業高等課程を置く。

1987 年 62 年 4 月 愛知技術短期大学を設置。電子工学科、自動車工業学科を置く。

1991 年 平成 3 年 4 月 名古屋電気通信工学院を名古屋工学院専門学校に改称。

名古屋外語専門学校を設置。文化教養専門課程を置く。

愛知技術短期大学情報専門学校を設置。工業専門課程を置く。

1994 年 6 年 4 月 名古屋外語専門学校に商業実務専門課程を置く。

1995 年 7 年 4 月 東海工業専門学校金山校を設置。工業専門課程を置く。

東海工業専門学校を東海工業専門学校熱田校に改称。

1997 年 9 年 4 月 名古屋造形ビジネス専門学校を設置。工業専門課程、商業実務専門課程、文化教養専門課程を置く。

1998 年 10 年 4 月 名古屋工学院専門学校に文化教養専門課程を置く。

2000 年 12 年 4 月 愛知工科大学を設置。工学部電子情報工学科、機械システム工学科を置く。

愛知技術短期大学を愛知工科大学短期大学部に改称。

愛知技術短期大学情報専門学校を愛知工科大学情報専門学校に改称。

名古屋造形ビジネス専門学校を名古屋造形デザイン専門学校に改称。

2002 年 14 年 4 月 あいち福祉専門学校を設置。教育・社会福祉専門課程を置く。

2004 年 16 年 4 月 東海工業専門学校熱田校を東海工業専門学校に改称。

名古屋ビジネス専門学校をあいちビジネス専門学校に改称。

愛知工科大学情報専門学校をあいち情報専門学校に改称。

東海工業専門学校金山校をあいち建築デザイン専門学校に改称。

2005 年 17 年 4 月 あいち福祉専門学校に医療専門課程を置く。

あいち福祉専門学校をあいち福祉医療専門学校に改称。

名古屋デザイン専門学校をあいち造形デザイン専門学校に改称。

2006 年 18 年 3 月 名古屋造形デザイン専門学校を廃止。

2007 年 19 年 4 月 愛知工科大学にロボットシステム工学科、情報メディア学科を置く。

愛知工科大学短期大学部を愛知工科大学自動車短期大学に改称。

2008 年 20 年 4 月 愛知工科大学に大学院修士課程工学研究科、博士課程工学研究科を置く。

東海工業専門学校を東海工業専門学校熱田校に改称。

あいち建築デザイン専門学校を東海工業専門学校金山校に改称。

10 月 ぎふ国際高等学校を設置。

2011 年 23 年 4 月 愛知工科大学のロボットシステム工学科を電子制御・ロボット工学科に改称。

名古屋外語専門学校附属日本語学校を設置。

2012 年 24 年 3 月 愛知工科大学工学部電子情報工学科を廃止。

4 月 名古屋外語専門学校を名古屋外語・ホテル・ブライダル専門学校に改称。

名古屋外語専門学校附属日本語学校を愛知工科大学外国語学校に改称。

2014 年 26 年 4 月 あいち情報専門学校に工業高等課程を置く。

４．法人の沿革

西暦 和暦 月
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　定数　：　理事 ６名　　　監事 ２名

理 事 長

理　　事

監　　事

評議員　１３名

評 議 員

安 田　孝 志

小 川　明 治

平成２９年５月１日現在

　　　(1) 役員

５．役員・教職員の概要

岡　本　　勉

那 須　一 敏

山 本　博 人

永 冨　史 子

市　川　　優

服 部　重 幸

安 田　孝 志

伊 藤　廣 之

井 藤　和 弘

鈴 木　茂 樹

山 路　康 貴

畑 中　義 式

市 川　　 優

小 川　明 治

山 本　博 人

牧　佐 知 子

永 冨　史 子

服 部　重 幸

杉 田　　 博
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本務教員 本務職員 兼務教員 兼務職員

46人 21人 32人 10人

23人 3人 10人 0人

17人 3人 7人 1人

112人 10人 84人 2人

32人 2人 32人 0人

32人 4人 48人 4人

30人 5人 46人 0人

11人 2人 14人 0人

14人 2人 37人 1人

34人 5人 95人 2人

28人 3人 57人 0人

3人 2人 14人 1人

0人 39人 0人 7人

382人 101人 476人 28人

　あいちビジネス専門学校

　　　(2) 教職員数

　あいち福祉医療専門学校

　法人部門

計

　あいち造形デザイン専門学校

　あいち情報専門学校

　東海工業専門学校金山校

　愛知工科大学外国語学校

　名古屋外語･ホテル･ブライダル専門学校

平成２９年５月１日現在

区分

　愛知工科大学

　愛知工科大学自動車短期大学

　名古屋工学院専門学校

　東海工業専門学校熱田校

　ぎふ国際高等学校
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 　　　６．学部・学科及び入学定員、学生・生徒数
平成29年5月1日現在

愛知工科大学 機械システム工学科 4 75 370 370 274
電子制御・ロボット工学科 4 75 310 310 154
情報メディア学科 4 75 310 310 195

大学院 工学研究科（修士） システム工学専攻 2 7 14 14 3
工学研究科（博士） システム工学専攻 3 3 9 9 1

計 235 1,013 1,013 627
愛知工科大学自動車短期大学 自動車工業学科 2 180 360 360 314

計 180 360 360 314
ぎふ国際高等学校 普通科 3 240 720 720 794

計 240 720 720 794
名古屋工学院専門学校 情報総合学科 4 40 160 160 178

情報システム科 3 40 120 120 149
情報処理学科 2 40 80 80 76
情報デザイン科 2 20 40 60 15
情報セキュリティ学科 2 20 40 40 45
高度情報学科 2 20 40 20 2
ゲーム研究科 1 20 20 20 22
ゲーム総合学科 4 40 160 160 187
ゲームサイエンス学科 2 40 80 80 59
ゲームＣＧ学科 2 30 60 60 58
電気工学研究科 1 40 40 40 79
電気工学科 2 120 240 240 169
電業技術学科 2 40 80 80 47
電気工事士科 1 40 40 40 13
電子情報研究科 1 40 40 40 21
電子情報学科 2 40 80 80 26
デジタル家電科 2 40 80 80 28
ロボティクス創造学科 4 20 80 80 62
機械ＣＡＤ設計科 2 40 80 80 62
機械工学科 2 40 80 80 76
メカトロ工房制御技術科 2 40 80 80 10
電気工学科 2 40 80 80 25
映像音響科 2 40 80 80 70
普通科 3 120 360 360 443
電気科 3 200 600 600 715

計 1,210 2,840 2,840 2,637
東海工業専門学校熱田校 機械工学科 (停) 2 0

建築科 3 40 120 120 222
機械科 3 160 480 400 574

計 200 600 520 796
あいちビジネス専門学校 医療秘書科 2 80 160 160 177

医療情報管理科 2 40 80 80 48
ＩＴビジネス科 2 40 80 80 54
販売ビジネス科 2 40 80 80 56
医薬ビジネス科 2 30 60 60 38
観光・レジャービジネス科 2 40 80 80 8
国際ビジネス科 2 40 80 80 40
医療事務科 1 40 40 40 20
医事総合研究科 1 20 20 20 19
総合ビジネス科 3 120 360 360 206

計 490 1,040 1,040 666
あいち造形デザイン専門学校 グラフィックデザイン科 2 40 80 80 94

イラストレーション科 2 40 80 80 134
まんが科 2 40 80 80 55
研究科 1 40 40 40 9
企画デザイン科 2 40 80 80 39
造形デザイン科 2 40 80 80 58
デザイン科 3 120 360 360 321

計 360 800 800 710

商業実務高等課程

文化教養専門課程

文化教養高等課程

商業実務専門課程

工業専門課程（夜）
文化教養専門課程
工業高等課程

工業専門課程
工業高等課程

工学部

狭域通信制・単位制

工業専門課程

総
定員

実総
定員

在籍
者数

入学
定員

学校名 課程・学部等 学科
修
業
年
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 　　　６．学部・学科及び入学定員、学生・生徒数
平成29年5月1日現在

総
定員

実総
定員

在籍
者数

入学
定員

学校名 課程・学部等 学科
修
業
年

あいち情報専門学校 情報処理科 2 40 80 40 11
工業高等課程 総合科 3 80 240 240 229

計 120 320 280 240
名古屋外語・ホテル・ブライダル専門学校 国際エアライン科 2 80 160 160 109

英語科 2 30 60 60 74
航空ビジネス科 2 40 80 80 9
国際ホテル科 2 40 80 80 80
ブライダル科 2 40 80 80 141

計 230 460 460 413
東海工業専門学校金山校 建築工学科 2 160 320 320 354

建築設備科 2 40 80 80 46
大工技術科 2 40 80 80 101
インテリアデザイン科 2 40 80 80 66
建築ライセンス科 1 80 80 80 94
建築ライセンス本科 2 40 80 80 95
土木工学科 2 40 80 80 73
測量設計科 2 40 80 80 26
測量科 1 40 40 40 18
測量研究科 1 30 30 30 19
建築工学科 2 40 80 80 46

計 590 1,030 1,030 938
あいち福祉医療専門学校 介護福祉学科 2 80 160 160 111

精神保健福祉学科 1 40 40 40 30
理学療法学科 3 40 120 120 112
作業療法学科 3 40 120 120 91

計 200 440 440 344
愛知工科大学外国語学校 日本語科 1.5年 1.5 30 60 60 26

日本語科　2年 2 30 60 60 53
計 60 120 120 79

総合計 4,115 9,743 9,623 8,558

各種学校

工業専門課程（夜）

教育・社会福祉専門課程

医療専門課程

文化教養専門課程

商業実務専門課程

工業専門課程

工業専門課程
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Ⅱ　事業の概要

1．施設・設備の主要事業

(1)施設関係 368,067,600 円

【主な内容】

①　エコキャンパス事業(国庫補助金対象) 135,541,842 円

⑴ 校舎 名古屋工学院専門学校6号館 30,042,409 円

・衛生設備(トイレ)

⑵ 校舎 東海工業専門学校金山校1号館 22,123,576 円

・衛生設備(トイレ)、太陽光発電設備

⑶ 校舎 あいち福祉医療専門学校1号館 83,375,857 円

・外壁外断熱工法、太陽光発電設備、空調設備

42,665,000 円

31.5%

②　施設環境向上事業(リニューアル工事) 159,042,828 円

⑴ 校舎 愛知工科大学・短期大学　食堂 114,048,758 円

⑵ 寄宿舎 伝馬東ハイツ(旧第三伝馬荘) 44,994,070 円

③　施設環境維持事業 73,482,930 円

⑴ 校舎 愛知工科大学・短期大学 37,205,243 円

⑵ 〃 名古屋工学院専門学校 9,715,598 円

⑶ 〃 あいちビジネス専門学校　 5,196,642 円

⑷ 〃 あいち造形デザイン専門学校 3,975,991 円

⑸ 〃 あいち情報専門学校 3,893,695 円

⑹ 〃 名古屋外語・ﾎﾃﾙ・ﾌﾞﾗｲﾀﾞﾙ専門学校 7,124,355 円

⑺ その他 法人事務局 594,000 円

⑻ 寄宿舎 明健寮 2,042,507 円

⑼ 〃 明治寮 3,734,899 円

(2)設備関係 200,614,943 円

【主な内容】

①　キャンパス整備維持事業(国庫補助金対象) 34,532,523 円

内容 実習用情報機器 230 台

部門別

⑴ 名古屋工学院専門学校 28 台 3,810,240 円

⑵ あいちビジネス専門学校 42 台 4,368,384 円

⑶ あいち情報専門学校 45 台 6,881,499 円

⑷ 東海工業専門学校金山校 71 台 14,862,096 円

⑸ あいち福祉医療専門学校 44 台 4,610,304 円

10,765,000 円

31.2%事業費全体の

事業費全体の

※以上の国庫補助金交付収入額

※以上の国庫補助金交付額
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②　キャンパス整備維持事業(主な事業) 81,252,416 円

⑴ 愛知工科大学・短期大学

・実習用情報機器 92 台 17,026,848 円

・食堂厨房器具設備 1 式 11,949,987 円

⑵ ぎふ国際高等学校

・実習用情報機器(岐阜市私学振興補助金対象) 57 台 5,180,328 円

2,500,000 円

48.3%

⑶ 名古屋工学院専門学校

・学生貸与パソコン 334 台 32,392,656 円

・標準コンデンサ 3 セット 3,078,000 円

・映像スイッチャーシステム 1 式 3,713,040 円

・明治寮共用部改修工事（ガス給湯器他） 1 式 4,898,357 円

⑷ あいちビジネス専門学校

・机（80台）いす（40脚） 1 式 3,013,200 円

③  キャンパス整備維持事業(その他事業) 84,830,004 円

20 ⑴ 愛知工科大学 17,519,241 円

30 ⑵ 愛知工科大学自動車短期大学 3,801,447 円

35 ⑶ ぎふ国際高等学校 1,765,411 円

40 ⑷ 名古屋工学院専門学校 31,103,522 円

50 ⑸ 東海工業専門学校熱田校 1,726,752 円

60 ⑹ あいちビジネス専門学校 4,662,252 円

70 ⑺ あいち造形デザイン専門学校 5,634,235 円

80 ⑻ あいち情報専門学校 1,357,757 円

90 ⑼ 名古屋外語･ﾎﾃﾙ･ﾌﾞﾗｲﾀﾞﾙ専門学校 3,023,309 円

100 ⑽ 東海工業専門学校金山校 8,183,436 円

120 ⑾ あいち福祉医療専門学校 3,416,257 円

10 ⑿ 法人事務局 2,636,385 円

※地方公共団体補助金交付額

事業費全体の
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２．その他の主要事業 

(1)名古屋工学院専門学校 

・総定員変更（専門課程昼間部） １,７６０人 から １,８００人 へ 

・学科設置 工業専門課程 高度情報学科 

（昼間部 修業年限２年 入学定員２０人 総定員４０人） 

・教育課程表の変更 工業専門課程 電子情報学科 

          工業専門課程 デジタル家電科 

          工業専門課程 電業技術学科 

          工業専門課程 電子情報研究科 

・入学金の変更 工業専門課程 電子情報研究科 

        工業専門課程 電気工学研究科 

        工業専門課程 ゲーム研究科 

(2)東海工業専門学校熱田校 

・総定員変更 ４８０人 から ６００人 へ 

・校舎の用途変更 ３号館２階 特別教室 から 普通教室 へ

(3)あいちビジネス専門学校 

・教育課程表の変更 商業実務専門課程 国際ビジネス科 

・授業料の変更 商業実務専門課程 医療秘書科 

        商業実務専門課程 医療情報管理科 

・校地、校舎の処分 ２号館（名古屋市中区伊勢山二丁目１３１７番） 

(4)あいち情報専門学校 

・募集停止 工業専門課程 情報処理科（５年間） 

(5)名古屋外語・ホテル・ブライダル専門学校 

・授業料の変更 商業実務専門課程 ブライダル科および国際ホテル科の「実習費」

を「授業料」に含める

・教育課程表の変更 文化教養専門課程 英語科 

          文化教養専門課程 国際エアライン科 

          文化教養専門課程 航空ビジネス科 

          商業実務専門課程 国際ホテル科 

・校舎の用途変更 ２号館２階 講師控室 から 特別教室 へ

               校長室兼会議室 から 校長室、保健室、応接室 へ

               保健室兼印刷室 から 講師室 へ
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(6)東海工業専門学校金山校 

・校地、校舎の取得 ２号館（名古屋市中区伊勢山二丁目１３１７番 鉄骨造３階）

・教育課程表の変更 工業専門課程 建築工学科（昼間部・夜間部） 

          工業専門課程 大工技術科 

          工業専門課程 建築設備科 

          工業専門課程 インテリアデザイン科 

(7)あいち福祉医療専門学校 

・教育課程表の変更 教育・社会福祉専門課程 介護福祉学科 

(8)愛知工科大学外国語学校 

・校地、校舎の取得 （名古屋市瑞穂区明前町１５１７番 １階および地下１階）

・校舎の用途変更 ３階 予備室 から 普通教室 へ（４室）

         ４階 予備室 から 特別教室 へ

         ５階 予備室 から 倉庫 へ
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(単位　円)

6,546,769,000 6,510,834,984 35,934,016

58,577,000 64,410,060 △ 5,833,060

40,521,000 37,473,000 3,048,000

669,651,000 668,338,636 1,312,364

国庫補助金収入 113,930,000 85,962,000 27,968,000

地方公共団体補助金収入 555,721,000 582,376,636 △ 26,655,636

2,724,000,000 3,034,761,066 △ 310,761,066

1,132,754,000 1,091,007,304 41,746,696

1,037,194,000 1,073,413,319 △ 36,219,319

212,791,000 244,285,065 △ 31,494,065

0 0 0

2,560,463,000 2,633,096,884 △ 72,633,884

4,287,751,000 5,148,451,558 △ 860,700,558

△ 2,653,754,000 △ 2,608,440,931 △ 45,313,069

9,570,147,000 9,570,153,028

 26,186,864,000 27,467,783,973 △ 1,280,919,973

予　　　算 決　　　算 差　　　異

5,051,329,000 4,861,655,154 189,673,846

1,054,313,000 880,672,648 173,640,352

1,952,611,000 1,695,214,604 257,396,396

0 0 0

0 0 0

668,598,000 368,067,600 300,530,400

247,763,000 189,514,929 58,248,071

7,442,000,000 3,036,961,672 4,405,038,328

4,435,489,000 5,412,051,280 △ 976,562,280

( 51,645,000 )  

248,355,000  248,355,000

△ 839,093,000 △ 513,711,273 △ 325,381,727

5,925,499,000 11,537,357,359 △ 5,611,858,359

 26,186,864,000   27,467,783,973   △ 1,280,919,973

Ⅲ　財務の概要

　学校法人電波学園では、平成２９年度決算報告として、「資金収支計算書」「事業活動収支計算書」「貸借
対照表」の学校会計３表をここに開示し、各表の概要を説明いたします。
　加えて、「財産目録」及び「監事の監査報告書」を開示し、財務情報報告といたします。

１.資金収支計算書
　資金収支計算書は、平成２９年度会計の教育研究活動及びその活動に付随する全ての収入と支出の内
容、並びに当該会計年度における資金の収入と支出の状況を明示したものです。
　収入の部の総額は、前年度繰越支払資金を含めて２７，４６７，７８３，９７３円で、一方支出の部の経費総
額は、１５，９３０，４２６，６１４円となり、その結果、翌年度繰越支払資金は、１１，５３７，３５７，３５９円となっ
ています。

付随事業・収益事業収入

資　金　収　支　計　算　書
平成２９年　４月　１日　から

平成３０年　３月３１日　まで

収入の部

科　　　目 予　　　算 決　　　算 差　　　異

学生生徒等納付金収入

手数料収入

寄付金収入

補助金収入

資産売却収入

〔予備費〕

人件費支出

受取利息・配当金収入

雑収入

借入金等収入

前受金収入

その他の収入

資金収入調整勘定

前年度繰越支払資金

設備関係支出

管理経費支出

借入金等利息支出

借入金等返済支出

施設関係支出

収入の部合計

支出の部

科　　　目

教育研究経費支出

翌年度繰越支払資金

支出の部合計

資産運用支出

その他の支出

資金支出調整勘定
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（単位　円）

科　　　　　目

学生生徒等納付金 6,546,769,000 6,510,834,984 35,934,016

手数料 58,577,000 64,410,060 △ 5,833,060

寄付金 0 159,076 △ 159,076

経常費等補助金 610,921,000 614,908,636 △ 3,987,636

　国庫補助金 58,000,000 32,532,000 25,468,000

　地方公共団体補助金 552,921,000 582,376,636 △ 29,455,636

付随事業収入 1,132,754,000 1,091,007,304 41,746,696

雑収入 109,774,000 137,596,587 △ 27,822,587

教育活動収入計 8,458,795,000 8,418,916,647 39,878,353

科　　　　　目

人件費 4,955,058,000 4,747,778,837 207,279,163

教育研究経費 1,916,546,000 1,730,950,515 185,595,485

管理経費 1,970,459,000 1,713,465,882 256,993,118

徴収不能額等 8,503,000 6,665,576 1,837,424

教育活動支出計 8,850,566,000 8,198,860,810 651,705,190

△ 391,771,000 220,055,837 △ 611,826,837

科　　　　　目

受取利息・配当金 1,037,194,000 1,073,413,319 △ 36,219,319

その他の教育活動外収入 103,000,000 108,606,985 △ 5,606,985

教育活動外収入計 1,140,194,000 1,182,020,304 △ 41,826,304

科　　　　　目

借入金等利息 0 0 0

その他の教育活動外支出 201,950,000 201,940,107 9,893

教育活動外支出計 201,950,000 201,940,107 9,893

938,244,000 980,080,197 △ 41,836,197

546,473,000 1,200,136,034 △ 653,663,034

２.事業活動収支計算書
　事業活動収支計算書は、次に掲げる活動に対応する事業活動収入及び事業活動支出の内容を明らかに
するとともに、当該会計年度において基本金に組み入れる額（以下「基本金組入額」という。）を控除した当該
会計年度の諸活動に対応する全ての事業活動収入及び事業活動支出の均衡の有無を明示したものです。
①　教育活動収支 ・・・教育活動をさす
②　教育活動外収支・・・教育活動以外の経常的な活動をさす
③　特別収支・・・前二種以外の活動をさす

　事業活動収入計が、９，９７９，３２９，２８１円、　事業活動支出計が、８，５４９，８６５，１４３円で基本金組入
前当年度収支差額が、１，４２９，４６４，１３８円となり、基本金組入額５，０７５，７１１，１００円を控除した当年
度収支差額は、３，６４６，２４６，９６２円の支出超過となり、単年度ではマイナスとなっています。
　収入の部では、経常収入（教育活動収入＋教育活動外収入）が、９，６００，９３６，９５１円で内、
学生生徒納付金は、６，５１０，８３４，９８４円で、その構成比率は、６７．８％、
経常費等補助金は、６１４，９０８，６３６円で、その構成比率は、６．４％でした。
　一方、支出の部では、経常支出（教育活動支出＋教育活動外支出）が、８，４００，８００，９１７円で内、
人件費は、４，７４７，７７８，８３７円で、その構成比率は、５６．５％、
教育研究経費は、１，７３０，９５０，５１５円で、その構成比率は、２０．６％、
管理経費は、１，７１３，４６５，８８２円で、その構成比率は、２０．４％でした。
　なお、翌年度繰越収支差額は、１５，５９１，３５２，８５６円となっています。

事　業　活　動　収　支　計　算　書
平成２９年　４月　１日から
平成３０年　３月３１日まで

経常収支差額

事
業
活
動
支
出
の
部

予　　　　算 決　　　　算 差　　　　異

　　　　　　　　　教育活動収支差額

教
育
活
動
外
収
支

事
業
活
動
収
入
の
部

予　　　　算 決　　　　算 差　　　　異

教
育
活
動
収
支

事
業
活
動
収
入
の
部

予　　　　算 決　　　　算 差　　　　異

事
業
活
動
支
出
の
部

予　　　　算 決　　　　算 差　　　　異

　　　　　　　　　教育活動外収支差額
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科　　　　　目

資産売却差額 180,000,000 274,527,244 △ 94,527,244

その他の特別収入 104,268,000 103,865,086 402,914

特別収入計 284,268,000 378,392,330 △ 94,124,330

科　　　　　目

資産処分差額 369,772,000 148,704,226 221,067,774

その他の特別支出 377,000 360,000 17,000

特別支出計 370,149,000 149,064,226 221,084,774

△ 85,881,000 229,328,104 △ 315,209,104

（ 68,417,000 ）

231,583,000 231,583,000

229,009,000 1,429,464,138 △ 1,200,455,138

△ 5,006,256,000 △ 5,075,711,100 69,455,100

△ 4,777,247,000 △ 3,646,246,962 △ 1,131,000,038

19,229,241,000 19,229,249,181 △ 8,181

0 8,350,637 △ 8,350,637

14,451,994,000 15,591,352,856 △ 1,139,358,856

9,883,257,000 9,979,329,281 △ 96,072,281

9,654,248,000 8,549,865,143 1,104,382,857

特
別
収
支

事
業
活
動
収
入
の
部

予　　　　算 決　　　　算 差　　　　異

事
業
活
動
支
出
の
部

予　　　　算 決　　　　算 差　　　　異

　事業活動支出計

特別収支差額

　〔予備費〕

　基本金組入前当年度収支差額

　基本金組入額合計

　当年度収支差額

　前年度繰越収支差額

　基本金取崩額

　翌年度繰越収支差額

（参考）

　事業活動収入計
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(単位　円)

( 97,022,529,271 ) ( 97,500,951,475 ) ( △ 478,422,204 )

< 61,504,752,762 > < 62,185,747,783 > < △ 680,995,021 >

土地 33,048,723,430 33,160,025,930 △ 111,302,500

建物 25,392,666,289 26,006,499,559 △ 613,833,270

建物附属設備 1,383,672,915 1,283,620,065 100,052,850

構築物 143,177,636 148,518,278 △ 5,340,642

教育研究用機器備品 1,123,744,304 1,183,000,406 △ 59,256,102

管理用機器備品 114,714,259 101,559,084 13,155,175

図書 272,480,953 271,399,384 1,081,569

その他の有形固定資産 25,572,976 31,125,077 △ 5,552,101

< 21,431,313,970 > < 16,989,180,370 > < 4,442,133,600 >

< 14,086,462,539 > < 18,326,023,322 > < △ 4,239,560,783 >

( 11,856,292,782 ) ( 10,069,786,893 ) ( 1,786,505,889 )

現金預金 11,537,357,359 9,570,153,028 1,967,204,331

その他の流動資産 318,935,423 499,633,865 △ 180,698,442

108,878,822,053 107,570,738,368 1,308,083,685

負債の部

( 2,461,633,217 ) ( 2,569,848,915 ) ( △ 108,215,698 )

その他の固定負債 2,461,633,217 2,569,848,915 △ 108,215,698

( 3,910,367,739 ) ( 3,923,532,494 ) ( △ 13,164,755 )

その他の流動負債 3,910,367,739 3,923,532,494 △ 13,164,755

6,372,000,956 6,493,381,409 △ 121,380,453

純資産の部

( 86,915,468,241 ) ( 81,848,107,778 ) ( 5,067,360,463 )

第１号基本金 64,965,154,271 64,339,927,408 625,226,863

第２号基本金 17,431,313,970 12,989,180,370 4,442,133,600

第３号基本金 4,000,000,000 4,000,000,000 0

第４号基本金 519,000,000 519,000,000 0

( 15,591,352,856 ) ( 19,229,249,181 ) ( △ 3,637,896,325 )

翌年度繰越収支差額 15,591,352,856 19,229,249,181 △ 3,637,896,325

102,506,821,097 101,077,356,959 1,429,464,138

108,878,822,053 107,570,738,368 1,308,083,685

３.貸借対照表
　 貸借対照表は、決算日における財政状況を明らかにするものであり、具体的には、平成３０
年３月３１日現在における資産、負債及び正味財産の状態を明らかにしています。
　 資産総額は、１０８，８７８，８２２，０５３円で、負債総額は、６，３７２，０００，９５６円、基本金
総額は、８６，９１５，４６８，２４１円になります。そして、翌年度繰越収支差額は、１５，５９１，３
５２，８５６円です。

貸借対照表
平成３０年 ３月３１日

資産の部

本年度末 前年度末 増　　減科　　目

本年度末 前年度末 増　　減

本年度末 前年度末 増　　減

固定資産

有形固定資産

資産の部合計

特定資産

その他の固定資産

流動資産

基本金

繰越収支差額

純資産の部合計

負債及び純資産の部合計

科　　目

科　　目

固定負債

流動負債

負債の部合計
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H２７ H２８ H２９
昨年
比較

固 定 資 産
総 資 産
有 形 固 定 資 産
総 資 産
特 定 資 産
総 資 産
流 動 資 産
総 資 産
固 定 負 債
負 債 ＋ 純 資 産
流 動 負 債
負 債 ＋ 純 資 産
運 用 資 産 － 総 負 債
総 資 産
運用資産－外部負債
経 常 支 出
純 資 産
総 負 債 ＋ 純 資 産
繰 越 収 支 差 額
総 負 債 ＋ 純 資 産
固 定 資 産
純 資 産
固 定 資 産
純 資 産 ＋ 固 定 負 債
流 動 資 産
流 動 負 債
総 負 債
総 資 産
総 負 債
純 資 産
現 金 預 金
前 受 金
退 職 給 与 引 当 特 定 資 産

退 職 給 与 引 当 金
基 本 金
基 本 金 要 組 入 額
減価償却累計額（図書を除く）

減価償却資産取得価額(図書を除く)

人 件 費
経 常 収 入
人 件 費
学 生 生 徒 等 納 付 金
教 育 研 究 経 費
経 常 収 入
管 理 経 費
経 常 収 入
借 入 金 等 利 息
経 常 収 入
基本金組入前当年度収支差額

事 業 活 動 収 入
事 業 活 動 支 出
事業活動収入－基本金組入額

学 生 生 徒 等 納 付 金
経 常 収 入
寄 付 金
事 業 活 動 収 入
補 助 金
事 業 活 動 収 入
基 本 金 組 入 額
事 業 活 動 収 入
減 価 償 却 額
経 常 支 出

経 常 収 支 差 額

経 常 収 入

教 育 活 動 収 支 差 額

教 育 活 動 収 入 計

（注） 総資金＝負債＋純資産　　　　運用資産＝現金預金＋特定資産＋有価証券
　　　 外部負債＝借入金＋学校債＋未払金＋手形債務　　　　運用資産余裕比率の単位は（年）である。
　　　経常収入＝教育活動収入計＋教育活動外収入計　　経常支出＝教育活動支出計＋教育活動外支出計
　　　基本金要組入額＝基本金＋基本金未組入額       
　　△：高い値が良い　　▼：低い値が良い　　～：どちらともいえない　　↑：上昇傾向　　↓：下降傾向　　 →：横ばい傾向

―

14 教育活動収支差額比率 △ 5.2 △ 4.4 2.6 ↑ 2.7 ― ―

8.2 ～

4.1 ―13 経 常 収 支 差 額 比 率 7.6 6.2 12.5 ↑

11.8 10.3 △

12 減 価 償 却 額 比 率 12.3 12.4 12.7 → 11.8

11 基 本 金 組 入 率 53.7 54.6 50.9 ↓

△

10 補 助 金 比 率 5.9 7.1 6.7 ↓ 12.3 1.7 △

77.5 ～

9 寄 付 金 比 率 0.4 0.4 0.5 → 3.0 1.1

107.8 112.6 ▼

8 学生生徒等納付金比率 65.4 67.0 67.8 ↑ 73.7

↑ 4.9 △ 1.0 △

7 基本金組入後収支比率 191.1 205.3 174.4 ↓

― ― 0.2 0.7 ▼

6 事業活動収支差額比率 11.5 6.9 14.3

51.2
～

4 管 理 経 費 比 率 18.3 18.4 17.8 ↓ 9.0 ▼

72.8 54.4 ▼

3 教 育 研 究 経 費 比 率 18.7 20.1 18.0 ↓ 33.0

↓ 53.6 42.2 ▼

2 人 件 費 依 存 率 81.0 79.6 72.9 ↓
事

業

活

動

収

支

計

算

書

関

係

比

率

1 人 件 費 比 率 53.0 53.3 49.5

5 借 入 金 等 利 息 比 率 ― ―

△

17 減 価 償 却 比 率 32.9 34.5 36.3 ↑ 49.6 ～

△

16 基 本 金 比 率 99.6 99.9 99.9 → 97.3

345.8 235.0 △

15 退 職 給 与 引 当 預 金 率 ― ― ― ― 69.2

14 前 受 金 保 有 率 634.6 381.9 438.0 ↑

▼

13 負 債 比 率 6.5 6.4 6.2 → 14.2 21.9 ▼

233.3 △

12 総 負 債 比 率 6.1 6.0 5.9 → 12.4 18.0

91.5 83.1 ▼

11 流 動 比 率 409.8 256.7 303.2 ↑ 252.2

10 固 定 長 期 適 合 率 88.3 94.1 92.4 ↓

△

9 固 定 比 率 90.7 96.5 94.6 ↓ 98.9 89.9 ▼

82.0 △

8 繰越収支差額構成比率 22.2 17.9 14.3 ↓ △ 14.2 11.8

1.8 2.4 △

7 純 資 産 構 成 比 率 93.9 94.0 94.1 → 87.6

↑ 24.2 29.5 △

6 運 用 資 産 余 裕 比 率 5.1 5.1 5.5 ↑

3.6 → 5.3 11.3 ▼

5 内 部 留 保 資 産 比 率 34.9 35.4 37.2

△

3 固 定 負 債 構 成 比 率 2.5 2.4 2.3 → 7.1 6.7 ▼

― ―

2 流 動 資 産 構 成 比 率 14.9 9.4 10.9 ↑ 13.3 26.3

61.2 52.5 ▼

1-3 特 定 資 産 構 成 比 率 12.4 15.8 19.7 ↑ 21.4

↓ 86.7 73.7 ▼

1-2 有形固定資産構成比率 58.3 57.8 56.5 ↓

貸

借

対

照

表

関

係

比

率

1 固 定 資 産 構 成 比 率 85.1 90.6 89.1

4 流 動 負 債 構 成 比 率 3.6 3.6

4.年度別財務分析比率（平成27年度～平成29年度）　　　　　　　　　　 （単位：％）

区　　　　　　　　　　　　　分
電波学園 大学法人

平均（H28）
除医歯系

専修法人
平均
（H27）

評　価
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５.計算書類の経年比較 （平成27年度～平成29年度）

資金収支計算書

（単位：円）

科　　　目 平成29年度 平成28年度 平成27年度

110
学生生徒等納付金収入 6,510,834,984 6,176,875,869 5,947,048,542

120
手数料収入 64,410,060 57,487,500 59,076,010

130
寄付金収入 37,473,000 36,968,000 34,446,000

140
補助金収入 668,338,636 680,490,912 595,769,293

150
資産売却収入 3,034,761,066 3,985,254,623 7,950,932,410

160
付随事業・収益事業収入 1,091,007,304 1,078,269,536 1,009,349,261

170
受取利息・配当金収入 1,073,413,319 903,179,743 1,177,911,903

180
雑収入 244,285,065 405,354,376 249,468,999

190
借入金等収入 0 0 0

200
前受金収入 2,633,096,884 2,505,624,499 2,444,130,123

210
その他の収入 5,148,451,558 7,112,934,554 7,073,297,881

220
資金収入調整勘定 △ 2,608,440,931 △ 2,697,252,685 △ 2,521,687,264

230
前年度繰越支払資金 9,570,153,028 15,514,240,428 14,990,393,399

240
収入の部合計 27,467,783,973 35,759,427,355 39,010,136,557

科　　　目 平成29年度 平成28年度 平成27年度

310
人件費支出 4,861,655,154 5,019,873,917 4,976,758,073

320
教育研究経費支出 880,672,648 989,722,257 861,712,126

330
管理経費支出 1,695,214,604 1,673,637,916 1,680,142,841

340
借入金等利息支出 0 0 0

350
借入金等返済支出 0 0 0

360
施設関係支出 368,067,600 644,043,150 1,332,941,299

370
設備関係支出 189,514,929 238,080,669 257,773,385

380
資産運用支出 3,036,961,672 11,410,609,012 8,827,952,745

390
その他の支出 5,412,051,280 6,815,697,686 6,293,785,662

420
資金支出調整勘定 △ 513,711,273 △ 602,390,280 △ 735,170,002

430
翌年度繰越支払資金 11,537,357,359 9,570,153,028 15,514,240,428

440
支出の部合計 27,467,783,973 35,759,427,355 39,010,136,557
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事業活動収支計算書

(単位　円)

科　　　目 平成29年度 平成28年度 平成27年度

110 学生生徒等納付金 6,510,834,984 6,176,875,869 5,947,048,542

120 手数料 64,410,060 57,487,500 59,076,010

130 寄付金 159,076 97,200 340,000

140 経常費等補助金 614,908,636 602,833,912 552,176,293

150 付随事業収入 1,091,007,304 1,078,269,536 1,009,336,859

160 雑収入 137,596,587 202,809,889 219,799,953

170 教育活動収入計 8,418,916,647 8,118,373,906 7,787,777,657

科　　　目 平成29年度 平成28年度 平成27年度

180 人件費 4,747,778,837 4,919,720,423 4,818,009,047

190 教育研究経費 1,730,950,515 1,858,067,655 1,704,228,172

200 管理経費 1,713,465,882 1,696,829,203 1,666,773,070

210 徴収不能額等 6,665,576 4,296,545 4,713,362

220 教育活動支出計 8,198,860,810 8,478,913,826 8,193,723,651

230 　　教育活動収支差額 220,055,837 △ 360,539,920 △ 405,945,994

科　　　目 平成29年度 平成28年度 平成27年度

310 受取利息・配当金 1,073,413,319 903,179,743 1,177,911,903

320 その他の教育活動外収入 108,606,985 202,708,199 123,870,995

330 教育活動外収入計 1,182,020,304 1,105,887,942 1,301,782,898

科　　　目 平成29年度 平成28年度 平成27年度

340 借入金等利息 0 0 0

350 その他の教育活動外支出 201,940,107 177,970,883 202,131,739

360 教育活動外支出計 201,940,107 177,970,883 202,131,739

370 　　教育活動外収支差額 980,080,197 927,917,059 1,099,651,159

380 1,200,136,034 567,377,139 693,705,165

科　　　目 平成29年度 平成28年度 平成27年度

410 資産売却差額 274,527,244 173,627,090 1,007,237,399

420 その他の特別収入 103,865,086 122,498,716 86,385,431

430 特別収入計 378,392,330 296,125,806 1,093,622,830

科　　　目 平成29年度 平成28年度 平成27年度

440 資産処分差額 148,704,226 183,961,197 611,431,823

450 その他の特別支出 360,000 24,131,937 2,844,930

460 特別支出計 149,064,226 208,093,134 614,276,753

470 　　特別収支差額 229,328,104 88,032,672 479,346,077

520

530 1,429,464,138 655,409,811 1,173,051,242

540 △ 5,075,711,100 △ 5,201,548,253 △ 5,468,931,312

550 △ 3,646,246,962 △ 4,546,138,442 △ 4,295,880,070

560 19,229,249,181 23,705,718,869 27,679,913,392

570 8,350,637 69,668,754 321,685,547

580 15,591,352,856 19,229,249,181 23,705,718,869

610 9,979,329,281 9,520,387,654 10,183,183,385

620 8,549,865,143 8,864,977,843 9,010,132,143

〔予備費〕

教
育
活
動
収
支

事
業
活
動
収
入
の
部

事
業
活
動
支
出
の
部

教
育
活
動
外
収
支

事
業
活
動

収
入
の
部

事
業
活
動

支
出
の
部

　　　　　経常収支差額

特
別
収
支

事
業
活
動

収
入
の
部

事
業
活
動

支
出
の
部

（参考）

事業活動収入計

事業活動支出計

基本金組入前当年度収支差額

基本金組入額合計

当年度収支差額

前年度繰越収支差額

基本金取崩額

翌年度繰越収支差額
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貸借対照表

（単位：円）

資産の部
科目 平成29年度 平成28年度 平成27年度

固定資産 97,022,529,271 97,500,951,475 91,033,423,322
　有形固定資産 61,504,752,762 62,185,747,783 62,423,815,959
　　土地 33,048,723,430 33,160,025,930 33,160,025,930
　　建物 25,392,666,289 26,006,499,559 26,316,761,100
　　建物附属設備 1,383,672,915 1,283,620,065 1,118,375,568
　　構築物 143,177,636 148,518,278 136,997,160
　　教育研究用機器備品 1,123,744,304 1,183,000,406 1,200,519,666
　　管理用機器備品 114,714,259 101,559,084 113,226,470
　　図書 272,480,953 271,399,384 269,139,791
　　車両 25,572,976 31,125,077 35,165,974
　　建設仮勘定 0 0 73,604,300
　特定資産 21,431,313,970 16,989,180,370 13,278,801,250
　　第２号基本金引当特定資産 17,431,313,970 12,989,180,370 9,278,801,250
　　第３号基本金引当特定資産 4,000,000,000 4,000,000,000 4,000,000,000
　その他の固定資産 14,086,462,539 18,326,023,322 15,330,806,113
　　電話加入権 77 77 77
　　ソフトウェア 10,560,835 15,631,571 18,211,287
　　有価証券 13,877,504,947 18,064,046,719 15,092,536,749
　　長期貸付金 157,573,000 205,541,195 220,058,000
　　長期預け金 40,823,680 40,803,760 0
流動資産 11,856,292,782 10,069,786,893 15,950,731,379
　　現金預金 11,537,357,359 9,570,153,028 15,514,240,428
　　未収入金 99,282,033 248,151,649 118,481,096
　　貯蔵品 3,125,153 3,169,621 2,940,670
　　販売用品 1,939,438 3,068,022 2,486,017
　　短期貸付金 65,151,100 61,864,100 58,231,392
　　預け金 7,452,797 4,346,183 27,322,985
　　仮払金 28,185,513 58,691,408 107,884,836
　　差入保証金 6,000,000 6,000,000 6,000,000
　　前払金 107,799,389 114,342,882 113,143,955
資産の部合計 108,878,822,053 107,570,738,368 106,984,154,701
負債の部

科目 平成29年度 平成28年度 平成27年度
固定負債 2,461,633,217 2,569,848,915 2,670,002,409
　　退職給与引当金 2,461,633,217 2,569,848,915 2,670,002,409
流動負債 3,910,367,739 3,923,532,494 3,892,205,144
　　未払金 425,874,788 518,419,107 660,151,697
　　前受金 2,633,916,384 2,505,624,499 2,444,543,502
　　預り金 624,013,608 678,970,821 577,006,472
　　預り保証金 226,562,959 220,518,067 210,503,473
負債の部合計 6,372,000,956 6,493,381,409 6,562,207,553
純資産の部

科目 平成29年度 平成28年度 平成27年度
基本金 86,915,468,241 81,848,107,778 76,716,228,279
　　第１号基本金 64,965,154,271 64,339,927,408 62,918,427,029
　　第２号基本金 17,431,313,970 12,989,180,370 9,278,801,250
　　第３号基本金 4,000,000,000 4,000,000,000 4,000,000,000
　　第４号基本金 519,000,000 519,000,000 519,000,000
繰越収支差額 15,591,352,856 19,229,249,181 23,705,718,869
　　翌年度繰越収支差額 15,591,352,856 19,229,249,181 23,705,718,869
純資産の部合計 102,506,821,097 101,077,356,959 100,421,947,148
負債及び純資産の部合計 108,878,822,053 107,570,738,368 106,984,154,701
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